就業規則

第１章　　総　則

（目的）

第１条
この規則は、社員の就業に関する基本的事項を定めたものであり、労働条件の向上を図ることおよび社業の発展に資することを目的とする。

２

社員の就業に関する事項については、労働基準法その他の法令の定めによるほかは、この規則による。

（適用範囲）

第２条
この規則は、正社員に適用するものとし、正社員以外の契約で採用された者については、そのつど定める。

第２章　　人　事

（応募書類）

第３条
入社を希望する者は、会社が必要とする応募書類を所定の期日までに提出する。

（採用）

第４条
会社は、応募した者に対して所定の選考試験を行い、採用を決定する。

（採用時の提出書類）

第５条
社員として採用された者は、入社の日から一定期間内に次の書類を提出しなければならない。

1 誓約書および身元保証書

2 住民票記載事項証明書

3 その他会社が必要とする書類

（期間を定める雇用契約）

第６条
雇用期間を定めて採用する場合には、その期間は１年以内とする。

（試用期間）

第７条
会社は、採用した者に対し、３か月間の試用期間を設ける。

２
前項の試用期間が満了し、会社が社員として適格と認めた場合には本採用とし、入社の日から勤続年数を通算する。ただし、試験期間中または試験期間満了時に社員として不適格であると判断した場合は解雇する。

（異動および出向）

第８条
会社は、業務の都合によって異動を命じ、または出向を命ずることがある。

２
異動または出向を命じられた者は、正当な理由がない限り、これに従わなければならない。

（休暇）

第9条 社員が次項に定める休暇事由に該当するときは、休暇を命ずる。

２
休暇事由および休暇期間は、次のとおりとする。


①　業務外の傷病により、３か月以上欠勤することとなったとき…６か月

②
出向等会社業務の都合によって、会社外の業務に従事するとき…必要期間

③
前各号のほか、特別な事情から休職の必要があると認められたとき…必要期間

３
休職期間は勤続年数に通算しない。ただし、会社業務の都合による場合および会社が特別の事情を認めた場合は、この限りではない。

（復職）

第10条
休職を命じられた社員の休暇事由が消滅したときは復職させる。ただし、休職期間が満了しても復職できないときは退職とする。

（退職）

第11条
社員が次のいずれかに該当したときは、退職とする。

1 死亡

2 定年

3 休職期間が満了しても休職事由が消滅しないとき

4 退職の申出後２週間を経過したとき

5 期間の定めのある雇用の場合でその期間が満了したとき

（自己都合による退職手続き）

第12条
社員が自己都合により退職しようとするときは、退職希望日の1か月前までに退職届を提出しなければならない。

（定年）

第13条
社員の定年は、満60歳とする。

（解雇）

第14条
社員が次に該当するときは、解雇とする。

1 職務遂行に必要な能力を欠き、かつ他の職務に転換できないとき

2 職務の怠慢がひどく、勤務成績が著しく不良のとき

3 精神または身体の障害により業務に堪えられないと認められるとき

4 事業の不振により剰員を生じ、他の職務に転換することも不可能なとき

5 その他前各号に準ずるやむを得ない事由があるとき

（解雇予告）

第15条
前条の定めにより解雇する場合は、次に揚げる者を除き30日前に本人に予告するか、または平均賃金の30日分に相当する予告手当を支給する。

1 日々雇い入れられる者で雇用期間が１か月を超えない者

2 ２か月以内の期間を定めて雇用する者

3 試用期間中で採用後14日以内の者

4 本人の責に帰すべき事由によって解雇する場合で、労働基準監督署長の認定を受けた者

（解雇制限）

第16条
業務上の傷病による療養のための休業期間およびその後の30日間ならびに産前産後の女子社員の休業期間およびその後の30日間は解雇しない。

（退職および解雇時の処理）

第17条
社員が退職し、または解雇された場合は、会社から貸与された物品その他会社に属するものを返還し、会社に債務があるときは退職または解雇の日までに精算しなければならない。

２
社員が退職し、または解雇されたときは、会社は原則として所定の賃金支払日に賃金を支払い、その他の必要な手続きを行う。

ただし、本人から請求があった場合には７日以内に賃金を支払い、その他社員の権利に属する金品を返還する。

第３章　　服　務

（服務の基本原則）

第18条
社員は会社の方針、規則規程を遵守するとともに、業務上の指示命令に従い、作業能率の向上に努め、互いに協力して職場秩序を維持しなければならない。

（遅刻、早退および私用外出）

第19条
社員が遅刻、早退または私用外出しようとするときは、所定の手続きにより所属長に届け出なければならない。

２
従業員の責に帰することのできない事由による遅刻の場合は、それを証明するものがあり、かつ会社が認めたときは遅刻の取り扱いはしない。

（欠勤）

第20条
社員が病気その他の事由により欠勤するときは、所定の手続きにより、事前に所属長に届け出なければならない。ただし、やむを得ない事情により事前に届け出ることのできなかったときは、ただちに電話連絡をとり、出勤後すみやかに所定の手続きを取るものとする。

２
病気による欠勤が３日以上に及ぶときは、所定の届出書に医師の診断書を添付しなければならない。

３
欠勤から３日以内に本人からの請求があり、これを会社が認めた場合は、年次有給休暇へ振り替えることができる。

（無断欠勤）

第21条
事前の届出をせず、また届出があっても正当な理由と認められない場合は、無断欠勤とする。

（会社外業務の禁止）

第22条
社員は、会社の許可なく他の営利を目的とする業務に従事し、または自己の営業をしてはならない。

第４章　　勤務

（変形労働時間制）

第23条
就業時間は、１年単位の変形労働時間制によるものとし、始業、終業時刻および休憩時間は次のとおりとし、所定労働日は年間カレンダーによる。

変形期間
始業
終業
休憩
実動時間

４・５・６・７月
９時
18時
12時～13時
8時間

８・12・１・３月
８時
18時
12時～13時
9時間

９・10・11・２月
８時
16時
12時～13時
7時間

２
変形労働時間制の起算日は、毎年４月１日とする。

（休日）

第24条
休日は次のとおりとする。

1 土・日曜日

2 国民の祝日および国民の休日

3 年末年始（12月30日～１月３日）

4 会社で定める一定の日

（休日振替）

第25条
会社は業務上の都合により、前条に定める休日を他の日に振り替えることがある。振替を行うときは、前日までに振り替える休日を特定し、社員に通知する。

（時間外労働）

第26条
会社は業務上の都合により、社員の過半数を代表する者との間で締結している三六協定の範囲内で、所定就業時間外に労働させることがある。ただし、満１８歳未満の年少者には時間外労働を命じない。

（休日出勤）

第27条
会社は、業務上必要がある場合は、三六協定の範囲内で、休日に出勤を命ずることがある。

（女子の深夜労働）

第28条
女子については、午後10時から午前５時までの深夜労働は命じない。ただし、指揮命令する職務上の地位にある女子および専門職の女子についてはこの限りではない。

（適用除外）

第29条
労働基準法第41条第２号（監督若しくは管理の地位にある者又は機密の事務を取り扱う者）または第３号（監視又は断続的労働に従事する者）に該当する者については、就業時間、休憩および休日に関する規定は適用しない。

（事業場外労働）

第30条
出張または営業活動その他により会社外で就業する場合で、就業時間を算定しがたいときは、所定就業時間就業したものとみなす。ただし、出張命令その他により別段の指示をしたとき、または外部において特に証明を受けた場合はこの限りではない。

（裁量労働）

第31条
次に揚げる業務に従事する者については裁量労働とし、社員代表との協定による時間を就業したものとみなす。

1 管理システムの分析または設計業務

2 新製品の研究開発業務

（年次有給休暇）

第32条
６か月間継続勤務し、所定労働日の80％以上出勤した社員に対しては、入社７か月目から10日の年次有給休暇を与える。

２
前項７か月目から起算して継続勤務１年（出勤率は80％以上）ごとに１日の年次有給休暇を加算する。だたし、20日を上限とする。

３
年次有給休暇を取得しようとする場合は、その7日前までに所定の手続きにより、所属長まで届け出なければならない。

４
年次有給休暇は本人の請求のあったときに与えるものとする。

ただし、事業の正常な運営を妨げる場合には、他の時季に変更することがある。

５
消化しなかった年次有給休暇は、付与された年の翌年に限り繰り越すことができる。

（出勤率の計算）

第33条
出勤率の計算にあたっては、年次有給休暇、業務上の傷病による休業、産前産後の休暇、育児休業、慶弔休暇は出勤したものとみなし、生理休暇その他の休暇は欠勤したものとみなす。

（慶弔休暇）

第35条
社員の慶弔に関しては、所定の手続きをとることによって、次の事由別区分に基づき休暇を与える。

1 本人の結婚…７日以内

2 子女の結婚…２日以内

3 配偶者の出産…２日以内

4 兄弟姉妹の結婚…１日

5 配偶者、子、父母の喪に服するとき…７日以内

6 祖父母、兄弟姉妹、配偶者の父母の喪に服するとき…５日以内

7 孫、おじ、おばの喪に服するとき…３日以内

（産前産後の休暇）

第36条
６週間（多胎妊娠の場合にあっては10週間）以内に出産予定の女子社員が申し出た場合には、産前６週間（多胎妊娠の場合にあっては10週間）以内の休暇を与える。

２
産後は申出の有無にかかわらず出産日から８週間の休暇を与える。ただし、産後６週間を経過し、本人から請求があった場合は、医師が支障がないと認めた業務へ就業させることがある。

（生理休暇）

第37条
生理日の就業が著しく困難な女子が請求したときは、必要な日数の休暇を与える。

（休暇の賃金の取扱い）

第38条
年次有給休暇以外の休暇についての賃金の取扱いについては、別に定める給与規程によるものとする。

（育児休業）

第39条
社員から請求があった場合は、育児のために子供が満１歳になるまでの期間、育児休業とする。

２
育児休業については、別に定める育児休業規程による。

第５章　　賃金、退職金、出張旅費、慶弔見舞金等

（賃金および退職金）

第40条
賃金の決定、計算方法、支払方法、締切日、支払時期および昇給に関する事項ならびに退職金については、別に定める給与規程および退職金規程による。

（出張旅費）

第41条
出張旅費については、別に定める出張旅費規程による。

第６章　　懲戒

（懲戒の種類）

第42条
懲戒の種類は、次のとおりとする。

1 譴責…始末書を提出させ、将来を戒める。

2 減給…始末書を提出させ、減給する。ただし、１回につき平均賃金の１日分の半額、総額においては１賃金支払期間の賃金総額の１０分の１を超えない範囲で行う。

3 出勤停止…始末書を提出させ、７日以内の出勤を停止する。出勤停止期間の賃金は支給しない。

4 論旨解雇…始末書を提出させ、説論のうえ自発的に退職させる。この場合、退職金は情状に応じて減額し、または支給しない。

5 懲戒解雇…予告期間を置かないでただちに解雇し、退職金は支給しない。

２
懲戒事由および手続きについては、別に定める懲戒規程による。

第７章　　安全衛生および災害補償

（安全衛生）

第43条
社員は、別に定める安全衛生管理規程を遵守し、職場の安全衛生の保持に努めなければならない。

（災害補償）

第44条
社員が業務上負傷し、または疾病にかかった場合および死亡した場合は、労働基準法および労働者災害補償保険法の定めに基づき補償を行う。

　　附　　　則

　この規程は、平成○年○月○日から施行する。

